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2025年９月 17日 

各 位 

会 社 名  売 れ る ネ ッ ト 広 告 社 グ ル ー プ 株 式 会 社 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長 C E O  加藤公一レオ 

（コード番号：9235 東証グロース） 

問 合 せ 先  取 締 役 C F O  植 木 原 宗 平 

  （TEL 092-834-5520） 

 

【REAL VALUE出演のトップ経営者対談！】 

元 LINE社長 森川亮氏 × 売れるネット広告社グループ代表 加藤公一レオによる 

スペシャル対談の開催が決定！ 

 
 

売れるネット広告社グループ株式会社（本社：福岡県福岡市、代表取締役社長 CEO：加藤公一レオ、東証グ

ロース市場：証券コード 9235、以下 売れるネット広告社グループ）は、2025 年 11 月 6 日（木）に元 LINE

の社長でもあり C Channel 株式会社の代表を務める森川亮氏と対談形式のオンラインセミナーを開催するこ

とが決定しましたので、お知らせいたします。 

 

本セミナーは、YouTube 番組「REAL VALUE」に出演中のお二人の認知度・信頼度を最大限に活用し、「未来の

マーケティング」「メディア×テクノロジーの融合」「ダイレクトマーケティングの新展開」など、業界注目

のテーマについて深く語っていただく予定です。 

 

 

【セミナー注目の見どころ】 

 

●知名度の相乗効果によるブランド強化 
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 当社代表・加藤公一レオ、および森川亮氏のいずれも、YouTube「REAL VALUE」などでの活躍を通じて、経

営者としての考え方やビジョンが広く一般・投資家層に浸透しています。この共演は、両社のブランド価値を

さらに高め、市場での信頼を強化します。 

 

●森川亮氏の豊富な実績と圧倒的な影響力 

・元 LINE 株式会社代表取締役社長として、LINE をグローバルなメッセンジャーアプリに成長させた実績。 

・日本テレビ、ソニーといった大手メディア・テクノロジー企業での勤務経験を通じて、メディア・テクノロ 

ジー双方における事業創造力を備えていること。 

・2015 年に C Channel を設立しわずか 5 年で上場。女性向け動画メディアとしてゼロからスタートしながら、 

現在は質の高いインフルエンサーマーケティングで評価の高い「Lemon Square」を軸に日本、中国、インド 

ネシアで成長。 

 

●当社と C Channel のシナジー可能性 

 当社が得意とする「売上に直結するダイレクトマーケティング」「広告運用」「AI × EC × ソーシャル」

のノウハウと、C Channel の持つ「SNS を中心としたコンテンツ企画力」「若年〜女性層へのリーチ力」「イン

フルエンサーやユーザーを巻き込む発信力」が結びつくことで、新たな収益チャネル／事業拡大が見込まれま

す。 

 

 

【メッセージ（代表 加藤公一レオより）】 

 

REAL VALUE での両者の認知が拡大している中で、このオンラインセミナーは、売れるネット広告社グルー

プの次の飛躍を象徴する機会です。森川亮さんとともに、業界の常識をアップデートし、投資家の皆様に“見

える形”で成長をお示ししたいと思います。 

 

 

【セミナー概要】 

 

・日程 ：2025年 11月 6日 

・形式 ：オンラインセミナー ※詳細は後日発表 

 

 

【今後の展望】 

当社グループは本セミナーを契機に、C Channel 株式会社との連携可能性を含め、さらなる成長戦略を加速

させてまいります。SNS を起点としたコンテンツとダイレクトマーケティングの融合は、新たな広告手法や収

益モデルの創出につながると確信しております。 

また、AI・データ解析を活用した広告最適化や、越境 EC を含むグローバル市場への展開強化を通じて、中

長期的に安定した収益基盤を構築していく方針です。 

 

 

【資本市場への意義】 

本セミナーは、単なる経営者対談にとどまらず、当社グループの「AI × EC × メディア」戦略を広く投

資家・市場関係者へと訴求する重要な機会となります。森川亮氏が築いてきた「LINE」や「C Channel」の成

功事例と、当社が有するダイレクトマーケティングの実績を掛け合わせることで、業界の次なる成長領域を明

確に示し、当社株主価値の持続的向上につながるシナリオを投資家の皆様にご理解いただける場になると考え

ております。 
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今後も「世界中をダイレクトマーケティングだらけにする」というビジョンのもと、株主・投資家の皆様に

持続的な企業価値向上をお届けできるよう取り組んでまいります。 

 

以 上 


